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　日頃の国政全般における貴職のご尽力に心から敬意を表します。

さて、日本経済は、2008年秋以降の世界的経済危機のもと、デフレスパイラルから抜け出せない中、失業率が長期的に高止まりし、国民は先の見えない不安な状況に置かれています。こうした状況を脱却するため、内需を拡大することが最も重要であり、非正規労働者を含めたすべての働く者の雇用確保と賃金水準の維持、底上げの実現が2010春季生活闘争における課題となっています。

　一方、公務・公共部門においては、総人件費削減政策のもとで公務員バッシングが強まるなど、引き続き厳しい情勢にありますが、公務員労働者が国民の期待に応えていくためには、雇用の安定と公務員に相応しい労働条件が確保されなければなりません。

　具体的には、公務員労働者の賃金を維持・改善することはもとより、非常勤職員等の処遇と雇用のあり方を抜本的に改善すること、65歳までの段階的定年延長の実現などが重要課題となっています。

　つきましては、連合の2010春季生活闘争に結集する立場から、下記のとおり、公務・公共サービス労働者の賃金・労働条件の改善等についての要求を提出します。

　公務員の使用者としての政府におかれては、その実現に向け最大限の努力をいただきますよう要請します。

記

１．賃金水準の維持、改善等について

　2010年度の公務・公共部門労働者の賃金を維持し、改善すること。

２．非常勤職員の雇用確保と処遇の改善について

  (1) 非常勤職員の雇用・身分等の差別的取扱いを解消し、本人の希望に沿った継続的・安定的な雇用を確保すること。

  (2) 「均等待遇」の原則に基づき、非常勤職員の処遇を抜本的に改善すること。当面、 2010年度については、時間給を30円以上引き上げること。

３．労働時間等について

　政府全体として超過勤務縮減のための体制を確立し、厳格な勤務時間管理と実効ある超過勤務縮減策を実施すること。

４．新たな高齢者雇用施策について

  (1) 新たな高齢雇用施策については、雇用と年金を接続させる政策の基本を65歳までの段階的定年延長とし、早期に実施すること。また、雇用の確保は最も重要な勤務条件であることから、公務労協と十分交渉・協議を行い、合意に基づいて進めること。

  (2) 65歳までの段階的な定年延長に関わる人事院の「意見の申出」が行われた場合には、それを尊重し、直ちに実現を図ること。

５．男女平等の実現について

　公務・公共部門における男女共同参画促進に向け、あらたな女性の採用・登用拡大の指針に基づく取組みを進めるとともに、取得率の数値目標等を明確にした育児休業・育児のための短時間勤務の男性取得促進、次世代育成支援対策推進法に基づく「行動計画」を着実に実施するよう指導すること。

６．労働基本権の回復について

　これまでの累次のＩＬＯ勧告に基づき、使用者機関のあり方、団結権と団体交渉・協約締結権及び争議権等の具体的な方向性、実施時期等を明確化し、早期に公務員の労働基本権の回復をはかること。

７．独立行政法人及び政府関連公益法人の見直しについて

  (1) 独立行政法人及び政府関連公益法人の見直しにあたっては、国民ニーズと政府の責任の観点から見直すこととし、以下の点を踏まえること。

①　法人等の見直しにあたっては、個々の事務・事業を精査することとし、「削減ありき」で事務・事業及び法人等の廃止・民営化を行わないこと。

    ②　国の機関として直接事務・事業を実施する必要がある場合には、当該法人等を国の機関とすること。

    ③　いわゆる「天下り」ポストは基本的に廃止することとし、「官製談合」が生じないよう、情報公開はもとより組織及び運営方法を抜本的に改めること。

  (2) 「見直しに伴って雇用問題が生じる場合は、政府として統一的な体制を確立するなど、国が雇用の承継に責任を持つこと」を閣議決定において、明確化すること。

  (3) 個々の事務・事業の精査をはじめとする見直し及び雇用に係る問題については、公務労協及び当該構成組織との十分な交渉・協議、合意により措置すること。

８．「地域主権」改革について

  (1) 「地域主権」改革の検討にあたっては、公共サービス基本法の基本理念である、「安全かつ良質な公共サービスが、確実、効率的かつ適正に実施されること」を前提に、国と地方の役割分担の明確化、基礎自治体が担うべき事務や役割範囲の特定等を明確にして進めること。

  (2) 国の出先機関の見直しに当たっては、政府の責任において国家公務員の雇用と生活を確保することを明確にした上で、人員移管の仕組み等の整備に万全を期すこと。

  (3) 国の出先機関の見直しをはじめ、「地域主権」改革の具体化にあたっては、公務労協及び関係組合と十分な協議を行い、合意の上に進めること。

                                                                    以　　上

